
＜ポイント①＞
●複数の名義で返済中の住宅ローンを１つの【フラット３５】に借換え可能です（下表参照）。

＜ポイント②＞
 総返済負担率の算定において、「賃貸予定または賃貸中の住宅に係る借入金の返済額 」は年間合計返済額の対象に含みます。
※ 当該借入金が賃貸用のアパート向けのローン（ローンの対象が１棟の共同住宅）である場合は、年間合計返済額の対象には含めません。ローンの
対象のアパートが１棟の共同住宅であることの確認は、対象建物の登記事項証明書等をご提出いただき、お申込みの金融機関において確認させていた
だきます。

＜ポイント③＞
 「借入日（金銭消費貸借契約締結日）」について、当初の住宅ローンの金銭消費貸借契約証書を紛失された等の事情により金銭消費
貸借契約締結日を確認できない場合は、登記事項証明書の抵当権設定登記の原因日を「借入日（金銭消費貸借契約締結日）」と
みなします。

 「申込日前日までの１年間、正常に返済している」ことは、償還予定表及び住宅ローンの引落し実績のわかる預金通帳、金融機関が発行
する償還履歴情報等で確認します。

 住宅取得時に借り入れた住宅ローンをすでに借り換えている場合の「１年以上経過」の要件については、住宅取得時に借り入れた住宅ロー
ンの借入日（金銭消費貸借契約締結日）から借換融資の申込日まで１年以上経過しているか否かで判断します。

＜ポイント④＞
 セカンドハウス※１を取得するための【フラット３５】※２を二重に借り入れることはできません。

また、資金使途がセカンドハウスの取得の場合は、機構への届出の有無にかかわらず、【フラット３５】※2の返済中にセカンドハウスを第三者に賃貸すること
はできませんのでご注意ください。
※１ 生活の拠点としている現在のお住まいの他に、週末などにご自分でご利用（居住）する住宅
※２ 機構または旧住宅金融公庫の直接融資を含みます。

＜ポイント⑤＞
 住宅取得時に借り入れた住宅ローンとは別に諸費用ローンを借り入れている場合、当該諸費用ローンは対象になりません。
 住宅取得時に諸費用分を含めて１本の住宅ローンで借入れを行っている場合で、次のいずれかに該当するときは、対象になります。
①住宅取得時に借り入れた住宅ローンの借入額が建設費※または購入価額の１００％以内であるとき。
②住宅取得時に借り入れた住宅ローンの借入額が建設費※または購入価額の１００％を超える場合でも、借換対象となる住宅ローンの
借入申込時点の残高が建設費※または購入価額以内となっているとき。
※ 土地取得費に対する借入れを希望した場合はその費用を含みます。

●中古住宅購入とリフォーム工事の資金をあわせて借り入れた住宅ローンも借換融資の対象となります。

＜ポイント⑥＞
●借換対象となる住宅の技術基準の概要は次表のとおりです。
建築確認日が昭和56年５月31日以前の場合、検査機関・適合証明技術者への適合証明申請が必要です。
詳しくはフラット３５サイト（www.flat35.com）でご確認ください。

＜ポイント⑦＞
●「借換対象となる住宅ローンの残高」は、借換融資の申込時点での残元金です。金銭消費貸借契約書に貼付する印紙代や【フラット３５】
借換融資を利用する際の融資手数料などの諸費用を含めることができます。

＊ 債務者を追加して収入合算や親子リレー返済を行う場合は、
それぞれ要件がありますのでご注意ください。

※１ 住宅の規模とは、住宅部分の床面積をいい、車庫、

共用部分（マンションの場合）等の面積を除きます。

※２ 共同建ての場合は、建物の登記事項証明書による

確認においては28.31㎡以上あれば構いません。

※３ 木造の住宅とは、耐火構造の住宅および準耐火構造

の住宅以外の住宅をいいます。

※４ 建築確認日が確認できない場合は、「新築年月日

（表示登記における新築時期）が昭和58年４月１

日以後」とします。

※５ 建築確認日が確認できない場合は、「新築年月日

（表示登記における新築時期）が昭和58年３月31

日以前」とします。
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【フラット３５】で借換えをご検討のお客さまに、特にご注意いただきたい12のポイントを解説します。
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＜ポイント⑧＞
 お客さまの年齢によっては、借入期間が現在の住宅ローンの残返済期間よりも短くなるケースがあります（【借入期間の算出例
１】参照）ので、ご注意ください。

※ 「住宅取得時に借り入れた住宅ローンの経過期間（１年未満切上げ）」については、住宅取得時に借り入れた住宅ローンを
すでに借り換えている場合でも、住宅取得時に借り入れた住宅ローンの借入日（金銭消費貸借契約締結日）から起算します。

＜ポイント⑨＞
 借入期間（20年以下・21年以上）、加入する団体信用生命保険の種類等に応じて、適用される借入金利が異なりますので、
借入期間の設定に当たってはご注意ください。

 【フラット３５】借換融資では、【フラット３５】の融資率９割以下の借入金利が適用されます。
 【フラット３５】の取扱金融機関によっては、借換融資を取り扱っていない場合がありますので、フラット３５サイト
（www.flat35.com）で事前にご確認ください。

＜ポイント⑩＞
 複数の住宅ローンのうち、一部のみ【フラット３５】で借り換える場合も、住宅金融支援機構を抵当権者とする第１順位の抵当
権が設定できる場合は、対象となります。他の抵当権がある場合については順位変更が必要になりますのでご注意ください。

＜ポイント⑪＞
 【フラット３５】や住宅金融支援機構の融資をご返済中の方で、団体信用生命保険に加入されている場合でも、借換えに当たっ
ては新たに団体信用生命保険に加入（団信加入に必要な費用は月々の【フラット３５】のお支払いに含まれます。）する申込
手続が必要となります（あらためて保険会社の審査及び加入承諾が必要となります。）。
また、現在加入されている団体信用生命保険については、借換融資の資金の受取りまで継続していただくことをお勧めします。借
換融資の資金受取り前に脱退（任意脱退または未納脱退）されると、借換融資の資金の受取りまでの間に万一のことがあった
場合、現在ご返済中の債務に保険金は充当されず、返済を継続する必要がありますのでご注意ください。

＜ポイント⑫＞
 借換融資は【フラット３５】Ｓ、【フラット３５】リノベ、【フラット３５】子育て支援型および【フラット３５】地域活性化型による金
利引下げの対象となりません。

お申込みにあたっては、「【フラット３５】借換融資パンフレット」をよくお読みください。
また、お申込みにあたって必要な提出書類、手続などについては取扱金融機関にご相談ください。

【借入期間の算出例２】
・申込時の年齢＝53歳5か月
・当初の住宅ローン（返済期間35年）の経過期間＝24年10か月
以上の条件から、次の①または②のいずれか短い年数となり、
①「80歳」－「54歳（１年未満切上げ）」＝26年
②「35年」－「25年（１年未満切上げ）」＝10年
→借入期間は②の「10年（１年～10年の間で設定可能）」となります。

【借入期間の算出例１】
・申込時の年齢＝60歳5か月
・当初の住宅ローン（返済期間35年）の経過期間＝11年2か月
（残返済期間23年10か月）
以上の条件から、次の①または②のいずれか短い年数となり、
①「80歳」－「61歳（１年未満切上げ）」＝19年
②「35年」－「12年（１年未満切上げ）」＝23年
→借入期間は①の「19年」となり、現在の住宅ローンの
残返済期間（23年10か月）より短くなります

《借入れに当たっての注意事項》
●【フラット３５】は、民間金融機関と住宅金融支援機構が提携して提供する全期間固定金利の住宅ローンです。お申込みは、取扱金融機関となります。詳細はフラット３５サイト
（www.flat35.com）でご確認ください。●取扱金融機関または住宅金融支援機構の審査の結果によっては、お客さまのご希望にそえない場合がありますので、あらかじめご了承ください。●借入額
は100万円以上8,000万円以下（１万円単位）で、建設費または購入価額（非住宅部分に係るものを除きます。）以内となります。また、審査の結果によってはご希望の借入額まで借入れできな
い場合があります。 ●融資率とは、建設費または購入価額に対して、【フラット３５】の借入額の占める割合をいいます。 ●融資手数料は、お客さまの負担となります。融資手数料は取扱金融機関によ
り異なります。●借入金利は、資金受取時の金利が適用となります。 ●借入金利は取扱金融機関により異なります。 ●借入金利は毎月見直されます。●最長35年の返済が可能です。ただし、お客
さまの年齢により借入期間が短くなる場合があります。●住宅金融支援機構の定める技術基準に適合していることについて、検査機関または適合証明技術者による物件検査を受ける必要があります。
物件検査手数料はお客さまの負担となります。物件検査手数料は、検査機関または適合証明技術者により異なります。●借入対象となる住宅およびその敷地に、住宅金融支援機構を抵当権者とす
る第１順位の抵当権を設定していただきます。なお、抵当権の設定費用（登録免許税、司法書士報酬など）は、お客さまの負担となります。●借入対象となる住宅については、火災保険（損害保険
会社の火災保険または法律の規定による火災共済）に加入していただきます。火災保険料は、お客さまの負担となります。●健康上の理由その他の事情で団体信用生命保険に加入されない場合も、
【フラット３５】はご利用いただけます。●【フラット３５】Ｓ、【フラット３５】リノベ、【フラット３５】子育て支援型および【フラット３５】地域活性化型は、借換融資には利用できません。●取扱金融機関
の借入金利、融資手数料、返済額の試算などの詳細は、フラット３５サイト（www.flat35.com）でご確認ください。●説明書（パンフレットなど）は、お申込みを希望する取扱金融機関で入手で
きます。
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※【フラット３５】には買取型と保証型の２種類がありますが、本資料では特に断りのない限り、買取型について記載しています。

ハロー フラット35

【フラット３５】は第三者に賃貸する目的の物件などの投資用物件の取得資金にはご利用いただけません。

お役立ち情報を掲載

お客さまコールセンター

通 話
無 料

土日も営業しています（祝日、年末年始を除く。）。

営業時間 9:00 ～ 17:00

www.flat35.com 利用できない場合（国際電話など）は、次の番号におかけください。 Tel 048-615-0420（通話料金がかかります。）


